
算定単位 要件等（概要） 届出 請求

・居宅における身体
介護
・通院等介助（身体
介護を伴う場合）

所定単位の
３０％
を減算

・家事援助
・通院等介助（身体
介護を伴わない場
合）

所定単位の
１０％
を減算

・居宅における身体
介護
・通院等介助（身体
介護を伴う場合）

―
所用時間3時間未満の場合は、重度訪問介護サービス費の所定単位
数を算定。所用時間3時間以上の場合は、638単位に30分増すごとに
86単位を算定

・家事援助
・通院等介助（身
体介護を伴わない
場合）

所定単位の
１０％
を減算

重度訪問介護研修修了者がサービスを提供した場合には、報酬の減
算を行う

イ
所定単位の
１０％
を減算

「同一敷地内建物等」に居住する利用者にサービスを提供した場合
※「同一敷地内建物等」とは、以下のいずれかに該当する建物。
　・居宅介護事業所と同一の敷地内の建物
　・居宅介護事業所と隣接する敷地内の建物
　・居宅介護事業所と同一の建物

ロ
所定単位の
１０％
を減算

その居宅介護事業所の利用者が同一建物に20人以上居住している場
合
※同一敷地内建物等の場合を除く。

ハ
所定単位の
１５％
を減算

その居宅介護事業所の利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住し
ている場合

所定単位の
１００％
を加算

利用者の同意を得ている場合であり、下記のいずれかに該当する場
合
イ　障がい者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難
と認められる場合
ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
ハ　その他障がい者等の状況から判断してイ、ハに準ずると認めら
れる場合

所定単位の
２５％
を加算

夜間（午後6時～10時）又は早朝（午前6時～8時）に指定居宅介護
等を行った場合

所定単位の
５０％
を加算

深夜（午後10時～午前6時）に指定居宅介護等を行った場合

２人の居宅介護従業者による場
合

障害福祉サービス報酬算定　加算等点検表 別紙３

※昨年度及び今年度（実地指導日現在まで）の該当項目について、太枠欄に「○」を記入してください。
　「届出」欄：　都に届出を行っている
　「請求」欄：　請求実績（加算に該当）がある（算定単位・要件等の詳細は、報酬告示等で確認してください。）

居宅介護 　　　　　　　　　　事業所名：

加算・減算項目

基礎研課程修了
者等により行わ
れる場合

居宅介護従業者の資格要件については、居宅介護が短時間に集中し
て支援を行う業務内容であることを踏まえ、初任者研修課程修了者
等を基本とし、基礎研修課程修了者等がサービスを提供する場合に
は、報酬の減算を行う

重度訪問介護研
修修了者による
場合

同一敷地内建物
等に居住する利
用者等で効率的
にサービスを提
供した場合の減

算

夜間早朝加算

深夜加算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

（Ⅰ）
所定単位の
２０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①～③
に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所が、
指定居宅介護を行った場合

（Ⅱ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
②に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所
が、指定居宅介護を行った場合

（Ⅲ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
③に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所
が、指定居宅介護を行った場合

（Ⅳ）
所定単位の

５％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
④に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所
が、指定居宅介護を行った場合

所定単位の
１５％
を加算

厚生労働大臣が定める地域（平21厚労告第176号）に居住している
利用者に対して、指定居宅介護事業所又は基準該当居宅介護事業所
が指定居宅介護を行った場合

１００／回

利用者又は家族等からの要請に基づき、サービス提供責任者が居宅
介護計画の変更を行い、計画に位置付けられていない身体介護・身
体介護を伴う通院等介助を、利用者等の要請を受けてから24時間以
内に行った場合
※利用者1人に対し、1月につき2回を限度
※地域生活拠点等かつ連携担当者を1名以上配置している場合、さ
らに50単位／回を加算する

所定単位の
５％

を減算

障害者総合支援法第76条の3の規程に基づく情報公表に係る報告が
されていない場合

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①感染症対策の業務継続計画を策定すること
②感染症対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
③感染症対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること
④災害対策の業務継続計画を策定すること
⑤災害対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
⑥災害対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること

※ただし、指定居宅介護事業所では令和7年3月31日まで減算を適用
しない。

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①身体拘束等を行う場合、その態様及び時間、その際の利用者の心
身の状況、緊急やむを得ない理由その他必要事項を記録すること
②身体拘束等の適正化のための対策検討委員会の定期的開催及びそ
の結果を従業者に周知徹底すること
③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること
④従業者に対し身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す
ること

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果を従業者
に周知すること
②従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施すること
③上記の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

特定事業所加算

【こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準（平18厚労告543・第1号）】
①体制要件（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等）
②人員要件（介護福祉士の割合が30%以上、サービス提供責任者の一定年数の実務経験、常勤のサービス提供責任者
の一定数以上の配置等）
③重度障害者対応要件（区分5以上の利用者及び喀痰吸引等を必要とする者並びに重症心身障害児及び医療的ケア児
が30%以上）
④中重度障害者対応要件（区分4以上の利用者及び喀痰吸引等を必要とする者並びに重症心身障害児及び医療的ケア
児が50%以上）
※令和6年3月31日時点で特定事業所加算を受けている事業所については、令和9年3月31日まで経過措置を設ける。

特別地域加算

緊急時対応加算

情報公表未報告減算

業務継続計画未策定減算

身体拘束廃止未実施減算

虐待防止措置未実施減算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

２００／月
新規に居宅介護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任
者が初回又は初回の指定居宅介護等を行った月に指定居宅介護の提
供又は指定居宅介護の提供時に同行訪問した場合

１５０／回 利用者負担合計額の管理を行った場合

１人につき
１００／日

登録特定行為事業者である事業所の介護職員等がたんの吸引等を実
施した場合
※特定事業所加算（Ⅰ）を算定している事業所は除く

５６４／回

サービス提供責任者が、利用者に関わったサービス事業所、医療機
関等の社会福祉士等と連携して居宅介護計画を作成し、指定居宅介
護等を行った場合
※サービスの初回から90日間で3回を限度

利用者負担上限額管理加算

初回加算

喀痰吸引等支援体制加算

福祉専門職員等連携加算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

区分ごと
の取組

(3つ以上)

区分ごと
の取組

(1つ以上)

見える化
要件

福祉・介護職員処遇改善加算等（旧３加算／新加算）

＜共通＞
賃金改善以外
の要件
（旧3加算／新
加算いずれ
も）

キャリアパス
要件

（任用要件・賃金体系の整備等）
次の全てを満たすこと。
①任用等の要件を定めている。
②①に応じた賃金体系を定めている。
③①②の就業規程等を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知している。※③
は、常時雇用する者の数が10人未満の事業所等（労働法規上の就業規則の作成義務な
し）は、内規等の整備・周知で可。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

(研修の実施等）
次の全てを満たすこと。
①具体的な研修計画を策定し、研修の実施等を行っている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（昇給の仕組みの整備等）
次の全てを満たすこと。
①経験年数、資格、人事評価等に応じ昇給する仕組みを設けている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（改善後の年額賃金要件）
経験・技能のある障害福祉人材の1人以上は、各加算を含めた賃金改善後の賃金見込
額が年額440万円以上であること（賃金改善前から年額440万円以上である者を除
く）。
※小規模事業所等で加算額全体が少額である場合や、職員全体の賃金水準が低く直ち
に1人の賃金を引き上げることができない場合等を除く。
【令和6年度に限り、新加算の加算額のうち旧福祉・介護職員等特定処遇改善加算に
相当する部分による賃金改善額が賃金改善実施期間内の平均で月額8万円以上の職員
を置くことで代替可】

（配置等要件）
特定事業所加算の届出を行っていること。

職場環境等
要件

職場環境等の改善について、次の6区分から3区分を選択する。
・入職促進に向けた取組
・資質の向上やキャリアアップに向けた支援
・両お律支援法・多様な働き方の推進
・腰痛を含む心身の健康管理
・生産性の向上のための業務改善の取組
・やりがい・働きがいの醸成
さらに、それぞれの区分内に分類されている取組のうち、選んだ３区分それぞれで1
つ以上の取組を実施する。

上記の6区分内に分類されている取組のうち、いずれか1つ以上の取組を実施する。

上記の取組について、ホームページへの掲載等により公表する。具体的には、原則、
障害福祉サービス等情報公表制度を活用し、職場環境等要件を満たすために実施した
取組項目を選択する。
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

（Ⅰ）
所定単位の
２７．４％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、キャリアパス要件Ⅲ、
職場環境等要件の区分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場
合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
２０．０％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区分
ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅲ）
所定単位の
１１．１％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区
分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅰ）
所定単位の
７．０％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、キャリアパス要件Ⅴ、職場環境等要件の区分
ごとの取組(3つ以上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福
祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
５．５％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福祉・介護職員等処
遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

所定単位の
４．５％
を加算

(旧)福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の加算率を乗じて算
出した額の3分の2以上の基本給等の引き上げを実施する場合
（令和６年３月31日時点で同加算を算定している場合は、令和６年
４月及び５月も同様の賃金改善を継続することの誓約により、加算
の届出における具体的な賃金改善額等の記載は不要）
【令和6年5月31日まで算定可能】

【旧３加算】
福祉・介護職員
処遇改善加算

【旧３加算】
福祉・介護職員
等特定処遇改善
加算

【旧３加算】
福祉・介護職員等ベースアップ
等支援加算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ
所定単位の
４１．７％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅴ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅱ
所定単位の
４０．２％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅲ
所定単位の
３４．７％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ以
上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅳ
所定単位の
２７．３％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ及びⅡ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ
以上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅴ(1)
所定単位の
３７．２％
を加算

Ⅴ(2)
所定単位の
３４．３％
を加算

Ⅴ(3)
所定単位の
３５．７％
を加算

Ⅴ(4)
所定単位の
３２．８％
を加算

Ⅴ(5)
所定単位の
２９．８％
を加算

Ⅴ(6)
所定単位の
２８．３％
を加算

Ⅴ(7)
所定単位の
２５．４％
を加算

Ⅴ(8)
所定単位の
３０．２％
を加算

Ⅴ(9)
所定単位の
２３．９％
を加算

Ⅴ(10)
所定単位の
２０．９％
を加算

Ⅴ(11)
所定単位の
２２．８％
を加算

Ⅴ(12)
所定単位の
１９．４％
を加算

Ⅴ(13)
所定単位の
１８．４％
を加算

Ⅴ(14)
所定単位の
１３．９％
を加算

【新加算】
福祉・介護職員
等処遇改善加算

【令和６年６
月１日から算
定可能】

・令和６年５月31日時点で旧３加算の全部又は一部を算定している
場合、旧３加算の算定状況に応じた経過措置区分として、それぞれ
新加算Ⅴ（１）～（14）を算定できる。
【令和６年６月１日から令和７年３月３１日まで算定可能】
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求

所定単位の
２０％
を減算

入院した病院等における重度訪問介護の利用期間が90日を超えた場
合で、かつ市町村が引き続き支援が必要と認めた場合

所定単位の
１５％
を加算

重度訪問介護従業者養成研修を修了した者が、重度障害者等包括支
援の対象となる支援の度合いにある者に対して、重度訪問介護を
行った場合

所定単位の
８．５％
を加算

重度訪問介護従業者養成研修を修了した者が、区分６に該当する者
に対して重度訪問介護を行った場合

所定単位の
１００％
を加算

利用者の同意を得ている場合であり、下記のいずれかに該当する場
合
イ　障がい者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難
ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる
ハ　その他障がい者等の状況から判断してイ、ハに準ずる

※次の場合、所要時間120時間以内に限り、所定単位の90％を加算
する。
①新規採用された従業者が、区分6の利用者の支援に1年以上従事す
ることが見込まれ、当該利用者への支援に熟練した指定重度訪問介
護事業所の従業者の動向が必要であると認められ同行支援した場合
②重度障害者等包括支援の対象となる支援の度合にある者への支援
に初めて従事する従業者が、その利用者の支援に1年以上従事する
ことが見込まれ、当該利用者への支援に熟練した指定重度訪問介護
事業所の従業者の動向が必要であると認められ同行支援した場合

所定単位の
２５％
を加算

夜間（午後6時～10時）又は早朝（午前6時～8時）に指定重度訪問
介護等を行った場合

所定単位の
５０％
を加算

深夜（午後10時～午前6時）に指定重度訪問介護等を行った場合

（Ⅰ）
所定単位の
２０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①～③
に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所等
が、指定重度訪問介護等を行った場合

（Ⅱ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
②に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所等
が、指定重度訪問介護等を行った場合

（Ⅲ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
③に適合している者として都知事に届け出た指定重度訪問介護事業
所等が、指定重度訪問介護を行った場合

【こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準（平18厚労告543・第1号）】
①体制要件（研修の計画的実施、情報の的確な伝達、従業者の常時派遣体制の確保等）
②人員要件（介護福祉士の割合が30%以上、サービス提供責任者の一定年数の実務経験、常勤のサービス提供責任者
の一定数以上の配置等）
③重度障害者対応要件（区分5以上の利用者及び喀痰吸引等を必要とする者が30%以上）

特定事業所加算

別紙３

※昨年度及び今年度（実地指導日現在まで）の該当項目について、太枠欄に「○」を記入してください。
　「届出」欄：　都に届出を行っている
　「請求」欄：　請求実績（加算に該当）がある（算定単位・要件等の詳細は、報酬告示等で確認してください。）

重度訪問介護 　　　　　　　　　　事業所名：

障害福祉サービス報酬算定　加算等点検表

加算・減算項目

夜間早朝加算

深夜加算

入院中の支援が長期となった場
合の減算

２人の重度訪問介護従業者によ
る場合

特に重度の障がい者に対する加
算（重度障害者等包括支援の対
象となる支援の度合）

特に重度の障がい者に対する加
算（障害支援区分６に該当する
者の場合）
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

所定単位の
１５％
を加算

厚生労働大臣が定める地域（平21厚労告第176号）に居住している
利用者に対して、指定重度訪問介護事業所等が指定重度訪問介護等
を行った場合

１００／回

利用者又は家族等からの要請に基づき、サービス提供責任者が重度
訪問介護計画の変更を行い、計画に位置付けられていない重度訪問
介護を、利用者等の要請を受けてから24時間以内に行った場合
※利用者1人に対し、1月につき2回を限度
※地域生活拠点等の場合、さらに50単位／回を加算する

所定単位の
５％

を減算

障害者総合支援法第76条の3の規程に基づく情報公表に係る報告が
されていない場合

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①感染症対策の業務継続計画を策定すること
②感染症対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
③感染症対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること
④災害対策の業務継続計画を策定すること
⑤災害対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
⑥災害対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること

※ただし、指定居宅介護事業所では令和7年3月31日まで減算を適用
しない。

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①身体拘束等を行う場合、その態様及び時間、その際の利用者の心
身の状況、緊急やむを得ない理由その他必要事項を記録すること
②身体拘束等の適正化のための対策検討委員会の定期的開催及びそ
の結果を従業者に周知徹底すること
③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること
④従業者に対し身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す
ること

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果を従業者
に周知すること
②従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施すること
③上記の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

所要時間に
よる（100
～250／
回）

移動中の介護を行った場合

２４０／日

利用者を自らの運転する車両に乗車させて走行させる場合であっ
て、外出時における移動中の介護を行う一環として、当該利用者か
らの要請等に基づき、当該車両を駐停車して、喀痰吸引、体位交換
その他の必要な支援を緊急に行った場合

２００／月

新規に重度訪問介護計画を作成した利用者に対して、サービス提供
責任者が初回又は初回の指定重度訪問介護等を行った月に指定重度
訪問介護等の提供又は指定重度訪問介護等の提供時に同行訪問を
行った場合

１５０／回 利用者負担合計額の管理を行った場合

１人につき
１００／日

登録特定行為事業者である事業所の介護職員等が喀痰吸引等を実施
した場合
※特定事業所加算（Ⅰ）を算定している事業所は除く

５８４／回

サービス提供責任者が、支援計画シート及び支援手順書を作成した
指定障害者支援施設等の従業者と連携して重度訪問介護計画を作成
し、指定重度訪問介護等を行った場合
※サービスの初回から30日間で1回を限度

３００／回
病院等に入院する前から事業所の職員が当該病院等に訪問し、必要
な情報提供及び病院等と事業所が連携して入院時の支援を行うため
必要な調整を行った場合、1回を限度として算定する。

入院時支援連携加算

身体拘束廃止未実施減算

移動介護緊急時支援加算

虐待防止措置未実施減算

行動障害支援連携加算

利用者負担上限額管理加算

喀痰吸引等支援体制加算

移動介護加算

情報公表未報告減算

業務継続計画未策定減算

初回加算

特別地域加算

緊急時対応加算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

区分ごと
の取組

(3つ以上)

区分ごと
の取組

(1つ以上)

見える化
要件

福祉・介護職員等処遇改善加算等（旧３加算／新加算）

＜共通＞
賃金改善以外
の要件
（旧3加算／新
加算いずれ
も）

キャリアパス
要件

（任用要件・賃金体系の整備等）
次の全てを満たすこと。
①任用等の要件を定めている。
②①に応じた賃金体系を定めている。
③①②の就業規程等を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知している。※③
は、常時雇用する者の数が10人未満の事業所等（労働法規上の就業規則の作成義務な
し）は、内規等の整備・周知で可。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

(研修の実施等）
次の全てを満たすこと。
①具体的な研修計画を策定し、研修の実施等を行っている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（昇給の仕組みの整備等）
次の全てを満たすこと。
①経験年数、資格、人事評価等に応じ昇給する仕組みを設けている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（改善後の年額賃金要件）
経験・技能のある障害福祉人材の1人以上は、各加算を含めた賃金改善後の賃金見込
額が年額440万円以上であること（賃金改善前から年額440万円以上である者を除
く）。
※小規模事業所等で加算額全体が少額である場合や、職員全体の賃金水準が低く直ち
に1人の賃金を引き上げることができない場合等を除く。
【令和6年度に限り、新加算の加算額のうち旧福祉・介護職員等特定処遇改善加算に
相当する部分による賃金改善額が賃金改善実施期間内の平均で月額8万円以上の職員
を置くことで代替可】

（配置等要件）
特定事業所加算の届出を行っていること。

職場環境等
要件

職場環境等の改善について、次の6区分から3区分を選択する。
・入職促進に向けた取組
・資質の向上やキャリアアップに向けた支援
・両お律支援法・多様な働き方の推進
・腰痛を含む心身の健康管理
・生産性の向上のための業務改善の取組
・やりがい・働きがいの醸成
さらに、それぞれの区分内に分類されている取組のうち、選んだ３区分それぞれで1
つ以上の取組を実施する。

上記の6区分内に分類されている取組のうち、いずれか1つ以上の取組を実施する。

上記の取組について、ホームページへの掲載等により公表する。具体的には、原則、
障害福祉サービス等情報公表制度を活用し、職場環境等要件を満たすために実施した
取組項目を選択する。
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

（Ⅰ）
所定単位の
２０．０％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、キャリアパス要件Ⅲ、
職場環境等要件の区分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場
合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
１４．６％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区分
ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅲ）
所定単位の
８．１％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区
分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅰ）
所定単位の
７．０％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、キャリアパス要件Ⅴ、職場環境等要件の区分
ごとの取組(3つ以上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福
祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
５．５％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福祉・介護職員等処
遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

所定単位の
４．５％
を加算

(旧)福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の加算率を乗じて算
出した額の3分の2以上の基本給等の引き上げを実施する場合
（令和６年３月31日時点で同加算を算定している場合は、令和６年
４月及び５月も同様の賃金改善を継続することの誓約により、加算
の届出における具体的な賃金改善額等の記載は不要）
【令和6年5月31日まで算定可能】

【旧３加算】
福祉・介護職員
処遇改善加算

【旧３加算】
福祉・介護職員
等特定処遇改善
加算

【旧３加算】
福祉・介護職員等ベースアップ
等支援加算

10/21  2025(令和7)年度　重度訪問介護



算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ
所定単位の
３４．３％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅴ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅱ
所定単位の
３２．８％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅲ
所定単位の
２７．３％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ以
上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅳ
所定単位の
２１．９％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ及びⅡ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ
以上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅴ(1)
所定単位の
２９．８％
を加算

Ⅴ(2)
所定単位の
２８．９％
を加算

Ⅴ(3)
所定単位の
２８．３％
を加算

Ⅴ(4)
所定単位の
２７．４％
を加算

Ⅴ(5)
所定単位の
２４．４％
を加算

Ⅴ(6)
所定単位の
２２・９％
を加算

Ⅴ(7)
所定単位の
２２．４％
を加算

Ⅴ(8)
所定単位の
２２．８％
を加算

Ⅴ(9)
所定単位の
２０．９％
を加算

Ⅴ(10)
所定単位の
１７．９％
を加算

Ⅴ(11)
所定単位の
１７．４％
を加算

Ⅴ(12)
所定単位の
１６．４％
を加算

Ⅴ(13)
所定単位の
１５．４％
を加算

Ⅴ(14)
所定単位の
１０．９％
を加算

【新加算】
福祉・介護職員
等処遇改善加算

【令和６年６
月１日から算
定可能】

・令和６年５月31日時点で旧３加算の全部又は一部を算定している
場合、旧３加算の算定状況に応じた経過措置区分として、それぞれ
新加算Ⅴ（１）～（14）を算定できる。
【令和６年６月１日から令和７年３月３１日まで算定可能】
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求

所定単位の
１０％
を減算

基礎研修課程修了者等がサービスを提供する場合には、報酬の減算
を行う

所定単位の
１０％
を減算

盲ろう者向け通訳・介助員がサービスを提供する場合には、報酬の
減算を行う
※同行援護従業者養成研修（一般課程）を修了していない場合のみ

所定単位の
２５％
を加算

盲ろう者向け通訳・介助員が盲ろう者（同行援護の対象者要件を満
たし、かつ、聴覚障害6級以上に該当する者）にサービスを提供す
る場合
※同行援護従業者養成研修（一般課程）を修了していない場合は、
上記の「盲ろう者向け通訳・介助員により行われる場合の減算」と
併せて算定する必要がある

障害支援区分３
所定単位の
２０％
を加算

障害支援区分３の利用者に指定同行援護等を行った場合

障害支援区分
４以上

所定単位の
４０％
を加算

障害支援区分４以上の利用者に指定同行援護等を行った場合

所定単位の
１００％
を加算

利用者の同意を得ている場合であり、下記のいずれかに該当する場
合
イ　障がい者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難
と認められる場合
ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
ハ　その他障がい者等の状況から判断して認められる場合

所定単位の
２５％
を加算

夜間（午後6時～10時）又は早朝（午前6時～8時）に指定同行援護
等を行った場合

所定単位の
５０％
を加算

深夜（午後10時～午前6時）に指定同行援護等を行った場合

（Ⅰ）
所定単位の
２０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①～③
に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所が、
指定居宅介護を行った場合

（Ⅱ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
②に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所
が、指定居宅介護を行った場合

（Ⅲ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
③に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所
が、指定居宅介護を行った場合

（Ⅳ）
所定単位の

５％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
④に適合している者として都知事に届け出た指定居宅介護事業所
が、指定居宅介護を行った場合

【こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準（平18厚労告543・第1号）】
①体制要件（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等）
②人員要件（介護福祉士の割合が30%以上、サービス提供責任者の一定年数の実務経験、常勤のサービス提供責任者
の一定数以上の配置等）
③重度障害者対応要件（区分5以上の利用者及び喀痰吸引等を必要とする者が30%以上）
④中重度障害者対応要件（区分4以上の利用者及び喀痰吸引等を必要とする者が50%以上）

特定事業所加算

同行援護 　　　　　　　　　　事業所名：

加算・減算項目

夜間早朝加算

深夜加算

基礎研修課程修了者等により行
われる場合

盲ろう者向け通訳・介助員によ
り行われる場合の減算

２人の同行援護従業者による場
合

盲ろう者向け通訳・介助員によ
り盲ろう者に対して行われる場
合の加算

利用者の障害支
援区分に応じた
加算

障害福祉サービス報酬算定　加算等点検表 別紙３

※昨年度及び今年度（実地指導日現在まで）の該当項目について、太枠欄に「○」を記入してください。
　「届出」欄：　都に届出を行っている
　「請求」欄：　請求実績（加算に該当）がある（算定単位・要件等の詳細は、報酬告示等で確認してください。）
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

所定単位の
１５％
を加算

厚生労働大臣が定める地域（平21厚労告第176号）に居住している
利用者に対して、指定同行援護事業所又は基準該当同行援護事業が
指定同行援護を行った場合

１００／回

利用者又は家族等からの要請に基づき、サービス提供責任者が同行
援護計画の変更を行い、計画に位置付けられていない同行援護を、
利用者等の要請を受けてから24時間以内に行った場合
※利用者1人に対し、1月につき2回を限度
※地域生活拠点等の場合、さらに50単位／回を加算する

所定単位の
５％

を減算

障害者総合支援法第76条の3の規程に基づく情報公表に係る報告が
されていない場合

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①感染症対策の業務継続計画を策定すること
②感染症対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
③感染症対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること
④災害対策の業務継続計画を策定すること
⑤災害対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
⑥災害対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること

※ただし、指定居宅介護事業所では令和7年3月31日まで減算を適用
しない。

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①身体拘束等を行う場合、その態様及び時間、その際の利用者の心
身の状況、緊急やむを得ない理由その他必要事項を記録すること
②身体拘束等の適正化のための対策検討委員会の定期的開催及びそ
の結果を従業者に周知徹底すること
③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること
④従業者に対し身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す
ること

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果を従業者
に周知すること
②従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施すること
③上記の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

２００／月
新規に同行援護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任
者が初回又は初回の指定同行援護等を行った月に指定同行援護の提
供又は指定同行援護の提供時に同行訪問した場合

１５０／回 利用者負担合計額の管理を行った場合

１人につき
１００／日

登録特定行為事業者である事業所の介護職員等がたんの吸引等を実
施した場合
※特定事業所加算（Ⅰ）を算定している事業所は除く

初回加算

利用者負担上限額管理加算

喀痰吸引等支援体制加算

情報公表未報告減算

業務継続計画未策定減算

身体拘束廃止未実施減算

虐待防止措置未実施減算

特別地域加算

緊急時対応加算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

区分ごと
の取組

(3つ以上)

区分ごと
の取組

(1つ以上)

見える化
要件

福祉・介護職員等処遇改善加算等（旧３加算／新加算）

＜共通＞
賃金改善以外
の要件
（旧3加算／新
加算いずれ
も）

キャリアパス
要件

（任用要件・賃金体系の整備等）
次の全てを満たすこと。
①任用等の要件を定めている。
②①に応じた賃金体系を定めている。
③①②の就業規程等を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知している。※③
は、常時雇用する者の数が10人未満の事業所等（労働法規上の就業規則の作成義務な
し）は、内規等の整備・周知で可。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

(研修の実施等）
次の全てを満たすこと。
①具体的な研修計画を策定し、研修の実施等を行っている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（昇給の仕組みの整備等）
次の全てを満たすこと。
①経験年数、資格、人事評価等に応じ昇給する仕組みを設けている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（改善後の年額賃金要件）
経験・技能のある障害福祉人材の1人以上は、各加算を含めた賃金改善後の賃金見込
額が年額440万円以上であること（賃金改善前から年額440万円以上である者を除
く）。
※小規模事業所等で加算額全体が少額である場合や、職員全体の賃金水準が低く直ち
に1人の賃金を引き上げることができない場合等を除く。
【令和6年度に限り、新加算の加算額のうち旧福祉・介護職員等特定処遇改善加算に
相当する部分による賃金改善額が賃金改善実施期間内の平均で月額8万円以上の職員
を置くことで代替可】

（配置等要件）
特定事業所加算の届出を行っていること。

職場環境等
要件

職場環境等の改善について、次の6区分から3区分を選択する。
・入職促進に向けた取組
・資質の向上やキャリアアップに向けた支援
・両お律支援法・多様な働き方の推進
・腰痛を含む心身の健康管理
・生産性の向上のための業務改善の取組
・やりがい・働きがいの醸成
さらに、それぞれの区分内に分類されている取組のうち、選んだ３区分それぞれで1
つ以上の取組を実施する。

上記の6区分内に分類されている取組のうち、いずれか1つ以上の取組を実施する。

上記の取組について、ホームページへの掲載等により公表する。具体的には、原則、
障害福祉サービス等情報公表制度を活用し、職場環境等要件を満たすために実施した
取組項目を選択する。
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

（Ⅰ）
所定単位の
２７．４％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、キャリアパス要件Ⅲ、
職場環境等要件の区分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場
合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
２０．０％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区分
ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅲ）
所定単位の
１１．１％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区
分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅰ）
所定単位の
７．０％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、キャリアパス要件Ⅴ、職場環境等要件の区分
ごとの取組(3つ以上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福
祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
５．５％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福祉・介護職員等処
遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

所定単位の
４．５％
を加算

(旧)福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の加算率を乗じて算
出した額の3分の2以上の基本給等の引き上げを実施する場合
（令和６年３月31日時点で同加算を算定している場合は、令和６年
４月及び５月も同様の賃金改善を継続することの誓約により、加算
の届出における具体的な賃金改善額等の記載は不要）
【令和6年5月31日まで算定可能】

【旧３加算】
福祉・介護職員
処遇改善加算

【旧３加算】
福祉・介護職員
等特定処遇改善
加算

【旧３加算】
福祉・介護職員等ベースアップ
等支援加算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ
所定単位の
４１．７％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅴ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅱ
所定単位の
４０．２％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅲ
所定単位の
３４．７％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ以
上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅳ
所定単位の
２７．３％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ及びⅡ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ
以上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅴ(1)
所定単位の
３７．２％
を加算

Ⅴ(2)
所定単位の
３４．３％
を加算

Ⅴ(3)
所定単位の
３５．７％
を加算

Ⅴ(4)
所定単位の
３２．８％
を加算

Ⅴ(5)
所定単位の
２９．８％
を加算

Ⅴ(6)
所定単位の
２８．３％
を加算

Ⅴ(7)
所定単位の
２５．４％
を加算

Ⅴ(8)
所定単位の
３０．２％
を加算

Ⅴ(9)
所定単位の
２３．９％
を加算

Ⅴ(10)
所定単位の
２０．９％
を加算

Ⅴ(11)
所定単位の
２２．８％
を加算

Ⅴ(12)
所定単位の
１９．４％
を加算

Ⅴ(13)
所定単位の
１８．４％
を加算

Ⅴ(14)
所定単位の
１３．９％
を加算

・令和６年５月31日時点で旧３加算の全部又は一部を算定している
場合、旧３加算の算定状況に応じた経過措置区分として、それぞれ
新加算Ⅴ（１）～（14）を算定できる。
【令和６年６月１日から令和７年３月３１日まで算定可能】

【新加算】
福祉・介護職員
等処遇改善加算

【令和６年６
月１日から算
定可能】

16/21 2025(令和7)年度　同行援護



算定単位 要件等（概要） 届出 請求

所定単位の
５％

を減算

「支援計画シート」及び「支援手順書兼記録用紙」が作成されてい
ない場合

所定単位の
１００％
を加算

利用者の同意を得ている場合であり、下記のいずれかに該当する場
合
イ　障がい者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難
と認められる場合
ロ　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合
ハ　その他障がい者等の状況から判断して認められる場合

（Ⅰ）
所定単位の
２０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①～③
に適合している者として都知事に届け出た指定行動援護事業所が、
指定行動援護を行った場合

（Ⅱ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
②に適合している者として都知事に届け出た指定行動援護事業所
が、指定行動援護を行った場合

（Ⅲ）
所定単位の
１０％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
③に適合している者として都知事に届け出た指定行動援護事業所
が、指定行動援護を行った場合

（Ⅳ）
所定単位の

５％
を加算

下記「こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準」の①及び
④に適合している者として都知事に届け出た指定行動援護事業所
が、指定行動援護を行った場合

所定単位の
１５％
を加算

厚生労働大臣が定める地域（平21厚労告第176号）に居住している
利用者に対して、指定行動援護事業所又は基準該当行動援護事業が
指定行動援護を行った場合

１００／回

利用者又は家族等からの要請に基づき、サービス提供責任者が行動
援護計画の変更を行い、計画に位置付けられていない身体介護・身
体介護を伴う通院等介助を、利用者等の要請を受けてから24時間以
内に行った場合
※利用者1人に対し、1月につき2回を限度
※地域生活拠点等の場合、さらに50単位／回を加算する

緊急時対応加算

特定事業所加算

特別地域加算

行動援護 　　　　　　　　　　事業所名：

加算・減算項目

支援計画シート未作成減算

【こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準（平18厚労告543・第1号）】
①体制要件（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等、サービス提供責任者が行動援護計画等の作成及び利用者に
対する交付の際、医療機関、教育機関等と連絡及び調整を行い、当該関係機関から利用者に関する必要な情報の提
供を受けていること）
②人員要件（介護福祉士の割合が30%以上、サービス提供責任者のうち１人以上が中核的人材育成研修を修了した
者、常勤のサービス提供責任者の一定数以上の配置等）
③重度障害者対応要件（区分5以上の利用者、喀痰吸引等を必要とする者及び行動関連項目合計点数が18点以上であ
る者が30%以上）
④中重度障害者対応要件（区分4以上の利用者及び喀痰吸引等を必要とする者が50%以上）
※令和6年3月31日時点で特定事業所加算を受けている事業所については、令和9年3月31日まで経過措置を設ける。

２人の行動援護従業者による場
合

障害福祉サービス報酬算定　加算等点検表 別紙３

※昨年度及び今年度（実地指導日現在まで）の該当項目について、太枠欄に「○」を記入してください。
　「届出」欄：　都に届出を行っている
　「請求」欄：　請求実績（加算に該当）がある（算定単位・要件等の詳細は、報酬告示等で確認してください。）
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

所定単位の
５％

を減算

障害者総合支援法第76条の3の規程に基づく情報公表に係る報告が
されていない場合

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①感染症対策の業務継続計画を策定すること
②感染症対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
③感染症対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること
④災害対策の業務継続計画を策定すること
⑤災害対策の業務継続計画に基づく研修を定期的に実施すること
⑥災害対策の業務継続計画に基づく訓練を定期的に実施すること

※ただし、指定居宅介護事業所では令和7年3月31日まで減算を適用
しない。

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①身体拘束等を行う場合、その態様及び時間、その際の利用者の心
身の状況、緊急やむを得ない理由その他必要事項を記録すること
②身体拘束等の適正化のための対策検討委員会の定期的開催及びそ
の結果を従業者に周知徹底すること
③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること
④従業者に対し身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す
ること

所定単位の
１％

を減算

次の基準を、1つでも満たしていない場合
①虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果を従業者
に周知すること
②従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施すること
③上記の措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

２００／月
新規に行動援護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任
者が初回又は初回の指定行動援護等を行った月に指定行動援護の提
供又は指定行動援護の提供時に同行訪問した場合

１５０／回 利用者負担合計額の管理を行った場合

１人につき
１００／日

登録特定行為事業者である事業所の介護職員等がたんの吸引等を実
施した場合
※特定事業所加算（Ⅰ）を算定している事業所は除く

２７３／回

利用者の支援計画シート及び支援手順書を作成した者が、当該利用
者が利用する指定重度訪問介護事業所のサービス提供責任者に対し
て、重度訪問介護計画作成のうえで必要な指導・助言を行った場合
※重度訪問介護等に移行する月に１回を限度（翌月の移行が確実に
見込まれる場合、かつ、移行日が翌月の初日等でるときは移行日の
前月）

行動障害支援指導連携加算

初回加算

利用者負担上限額管理加算

喀痰吸引等支援体制加算

情報公表未報告減算

業務継続計画未策定減算

身体拘束廃止未実施減算

虐待防止措置未実施減算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

区分ごと
の取組

(3つ以上)

区分ごと
の取組

(1つ以上)

見える化
要件

＜共通＞
賃金改善以外
の要件
（旧3加算／新
加算いずれ
も）

キャリアパス
要件

（任用要件・賃金体系の整備等）
次の全てを満たすこと。
①任用等の要件を定めている。
②①に応じた賃金体系を定めている。
③①②の就業規程等を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知している。※③
は、常時雇用する者の数が10人未満の事業所等（労働法規上の就業規則の作成義務な
し）は、内規等の整備・周知で可。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

(研修の実施等）
次の全てを満たすこと。
①具体的な研修計画を策定し、研修の実施等を行っている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（昇給の仕組みの整備等）
次の全てを満たすこと。
①経験年数、資格、人事評価等に応じ昇給する仕組みを設けている。
②①を全ての福祉・介護職員に周知している。
【令和6年度に限り、①②は処遇改善計画書での「令和6年度末までに整備する誓
約」、年度内の整備及び実績報告で代替可】

（改善後の年額賃金要件）
経験・技能のある障害福祉人材の1人以上は、各加算を含めた賃金改善後の賃金見込
額が年額440万円以上であること（賃金改善前から年額440万円以上である者を除
く）。
※小規模事業所等で加算額全体が少額である場合や、職員全体の賃金水準が低く直ち
に1人の賃金を引き上げることができない場合等を除く。
【令和6年度に限り、新加算の加算額のうち旧福祉・介護職員等特定処遇改善加算に
相当する部分による賃金改善額が賃金改善実施期間内の平均で月額8万円以上の職員
を置くことで代替可】

（配置等要件）
特定事業所加算の届出を行っていること。

職場環境等
要件

職場環境等の改善について、次の6区分から3区分を選択する。
・入職促進に向けた取組
・資質の向上やキャリアアップに向けた支援
・両お律支援法・多様な働き方の推進
・腰痛を含む心身の健康管理
・生産性の向上のための業務改善の取組
・やりがい・働きがいの醸成
さらに、それぞれの区分内に分類されている取組のうち、選んだ３区分それぞれで1
つ以上の取組を実施する。

上記の6区分内に分類されている取組のうち、いずれか1つ以上の取組を実施する。

上記の取組について、ホームページへの掲載等により公表する。具体的には、原則、
障害福祉サービス等情報公表制度を活用し、職場環境等要件を満たすために実施した
取組項目を選択する。

福祉・介護職員等処遇改善加算等（旧３加算／新加算）
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

（Ⅰ）
所定単位の
２３．９％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、キャリアパス要件Ⅲ、
職場環境等要件の区分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場
合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
１７．５％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区分
ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅲ）
所定単位の
９．７％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件の区
分ごとの取組（1つ以上）のすべてを満たす場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅰ）
所定単位の
７．０％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、キャリアパス要件Ⅴ、職場環境等要件の区分
ごとの取組(3つ以上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福
祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

（Ⅱ）
所定単位の
５．５％
を加算

キャリアパス要件Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件の全てを満たし、かつ(旧)福祉・介護職員等処
遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定している場合
【令和6年5月31日まで算定可能】

所定単位の
４．５％
を加算

(旧)福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の加算率を乗じて算
出した額の3分の2以上の基本給等の引き上げを実施する場合
（令和６年３月31日時点で同加算を算定している場合は、令和６年
４月及び５月も同様の賃金改善を継続することの誓約により、加算
の届出における具体的な賃金改善額等の記載は不要）
【令和6年5月31日まで算定可能】

【旧３加算】
福祉・介護職員
処遇改善加算

【旧３加算】
福祉・介護職員
等特定処遇改善
加算

【旧３加算】
福祉・介護職員等ベースアップ
等支援加算
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算定単位 要件等（概要） 届出 請求加算・減算項目

Ⅰ
所定単位の
３８．２％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅴ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅱ
所定単位の
３６．７％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅳ、職場環境等要件の区分ごとの取組(3つ以
上)、見える化要件を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅲ
所定単位の
３１．２％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ以
上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅳ
所定単位の
２４．８％
を加算

キャリアパス要件Ⅰ及びⅡ、職場環境等要件の区分ごとの取組(1つ
以上)を全て満たすこと。
※新加算Ⅰ～Ⅳの算定前に旧福祉・介護職員等ベースアップ等支援
加算等が未算定だった場合、同加算相当の新規の月額賃金改善要件
あり

Ⅴ(1)
所定単位の
３３．７％
を加算

Ⅴ(2)
所定単位の
３１．８％
を加算

Ⅴ(3)
所定単位の
３２．２％
を加算

Ⅴ(4)
所定単位の
３０．３％
を加算

Ⅴ(5)
所定単位の
２７．３％
を加算

Ⅴ(6)
所定単位の
２５．８％
を加算

Ⅴ(7)
所定単位の
２４．０％
を加算

Ⅴ(8)
所定単位の
２６．７％
を加算

Ⅴ(9)
所定単位の
２２．５％
を加算

Ⅴ(10)
所定単位の
１９．５％
を加算

Ⅴ(11)
所定単位の
２０．３％
を加算

Ⅴ(12)
所定単位の
１８．０％
を加算

Ⅴ(13)
所定単位の
１７．０％
を加算

Ⅴ(14)
所定単位の
１２．５％
を加算

【新加算】
福祉・介護職員
等処遇改善加算

【令和６年６
月１日から算
定可能】

・令和６年５月31日時点で旧３加算の全部又は一部を算定している
場合、旧３加算の算定状況に応じた経過措置区分として、それぞれ
新加算Ⅴ（１）～（14）を算定できる。
【令和６年６月１日から令和７年３月３１日まで算定可能】
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